告示第33号
　南箕輪村空き家片づけ事業補助金交付要綱を次のように定める。
　　平成29年６月７日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　南箕輪村長　唐木　一直

南箕輪村空き家片づけ事業補助金交付要綱
（趣旨） 

第１条　この要綱は、南箕輪村における空き家の適切な管理や有効活用を促進し、空き家バンクを通じた空き家の流通促進をもって定住人口の増加及び地域の活性化を図るため、空き家の家財道具等の処分運搬及び屋内外の清掃に係る経費に対し予算の範囲内で補助金を交付することについて必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 空き家　主として個人の居住を目的に建築され、現に居住していない（近く居住しなくなる予定のものを含む。）建物及びその敷地のうち、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号）に規定する特定空家等を除いたもの。ただし、店舗や事務所等を併用する建物については、居住の用に供する部分のみとする。
(2) 所有者等　空き家について所有権又は売買若しくは賃貸を行うことができる権利を有する者
(3) 空き家バンク　南箕輪村空き家バンク制度実施要綱（平成29年告示第１号）で定める制度 
（補助対象者） 

第３条　補助金の交付の対象者（以下「補助対象者」という。）は、第１号に該当する者又は第２号及び第３号に該当する者とする。 
(1) 空き家バンクに登録又は登録が確定している空き家の所有者等である個人
(2) 空き家バンクを利用して、空き家を購入又は借主となる個人。

(3) 購入又は賃借した空き家に３年を超えて居住しようとする者

（補助対象者の要件） 

第４条　補助対象者は、次に掲げる要件を全て満たすものとする。

(1) 申請時において、補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）及び申請者と同一世帯に属する者が、南箕輪村補助金等交付規則（昭和59年規則第２号）第５条第２項各号に掲げる納付金を滞納していないこと。
(2) 申請者又は申請者と同一世帯に属する者が、過去にこの要綱による補助金の交付を受けていないこと。
(3) 対象となる空き家が、過去にこの要綱による補助金を受けていないこと。
(4) 一親等の親族間での売買又は賃貸借を目的とした改修でないこと。
（補助対象事業） 
第５条　補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号のいずれにも該当するものとする。

(1) 空き家の屋内外にある家財道具の運搬、廃棄処分及び清掃に関する事業
(2) 村内に事業所を有する法人又は村内に住所若しくは主たる事業所を有する個人事業主が請け負い、実施する事業
(3) 補助金の交付決定後に着工する事業
（補助対象経費）

第６条　補助の対象となる経費は、補助対象事業に係る経費のうち、次に掲げる経費を除いた経費とする。

(1) 村長が適当でないと認める経費
（補助金の額） 
第７条　補助金の額は、前条に規定する補助対象事業に係る経費の額とする。ただし、10万円を限度とする。 
　２　前項の規定により算出した額に1,000円未満の端数が生じたときは、その額を切り捨てた額を補助金の額とする。
（補助金の交付申請） 
第８条　申請者は、南箕輪村空き家片づけ事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて村長に申請しなければならない。ただし、申請者が第３条第１号に規定する者の場合は、この限りでない。 
(1) 片づけ事業費用の見積書又は請負契約書の写し

(2) 補助対象事業着手前の写真

(3) 誓約書兼同意書（様式第２号）
(4) 空き家の売買契約書又は賃貸借契約書の写し

(5) その他村長が必要と認めるもの
（補助金の交付決定） 

第９条　村長は、前条の申請書を受理した場合はこれを審査し、適当と認めるときは南箕輪村空き家片づけ事業補助金交付決定書（様式第３号）により申請者へ通知するものとする。
（補助対象事業の変更又は中止） 

第10条　補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）が、補助対象事業の変更又は中止をしようとするときは、南箕輪村空き家片づけ事業補助金変更申請書（様式第４号）を村長に提出しなければならない。ただし、軽微な変更の場合は、提出を省略することができる。
２　村長は、前項の申請書の提出を受理したときはこれを審査し、その結果について南箕輪村空き家片づけ事業補助金変更交付決定書（様式第５号）により申請者に通知するものとする。

（実績報告） 

第11条　交付決定者は、補助対象事業が完了したときは南箕輪村空き家片づけ事業補助金実績報告書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて当該年度の３月31日までに村長に提出しなければならない。

(1) 領収書等支払を証明する書類
(2) 補助対象事業着手後の写真
(3) その他村長が必要と認める書類
（補助金の額の確定） 

第12条　村長は、前条の実績報告書を受理した場合はこれを審査し、必要に応じて現地を調査し、適当と認めるときは補助金の額を確定し、南箕輪村空き家片づけ事業補助金確定通知書（様式第７号）により交付決定者へ通知するものとする。
（補助金の請求） 

第13条　前条の通知書を受けた者は、速やかに南箕輪村空き家片づけ事業補助金交付請求書（様式第８号）により村長に補助金の請求をするものとする。

（補助金の返還等）
第14条　村長は、次の各号のいずれかに該当するときは既に交付した補助金の全部又は一部を返還させることができる。ただし、やむを得ない理由があると認めるときは、この限りでない。

(1) 第３条第１号に規定する者が、補助金の交付を受けた日から３年以内に空き家バンクへの登録を取下げたとき。

(2) 第３条第２号に規定する者が、補助金の交付を受けた日から３年以内に当該空き家を譲渡し、交換し、又は貸付けをしたとき。
(3) 第３条第２号に規定する者及びその世帯員全員が、補助金の交付を受けた日から３年以内に当該空き家から転居したとき。
(4) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。

(5) その他村長が必要と認めるとき。

（補則）
第15条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、村長が別に定める。
